予算要求資料
平成25年度9月補正予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費　　　
	事業名:新 短時間巡回型訪問介護基盤強化事業費補助金（単補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　企画係　電話番号：058-272-1111（内2594）

　　　　　　　　　　　E-mail：ｃ11215@pref.gifu.lg.jp  
	事業費


　補正要求額：8,310千円
（現計予算額：　　　－　千円　　　補正後予算額：8,310千円）
	要求内容

	

	１　要求の内容


今後団塊の世代が高齢者になることもあり、これまで以上急速に高齢化が進展し、平成３２年に６５歳以上人口のピーク、平成４２年には７５歳以上人口のピークを迎えると予測される。このような状況の中で、介護が必要となる人も増加し、施設入所から在宅ケアまで、介護ニーズも様々になると考えられる。

平成２４年度の介護保険法改正により、国・地方公共団体の新たな責務として「地域包括ケアの推進」が定められ、被保険者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう「介護」「予防」「生活支援」の施策を包括的に推進するよう努めることとされた。また、要介護高齢者の在宅生活を支えるため「短時間巡回・随時対応型訪問介護看護」及び「身体介護２０分未満」の区分が新設された。
現在、訪問介護サービスは「生活援助」が中心となっており、身体介護を主眼とした短時間巡回型の訪問介護サービスは普及が進んでいないが、ケアマネジャーによって在宅の要介護者の生活リズムに合わせた身体介護サービスの提供に着目したケアプランが作成され、これに基づくサービスが提供されることにより、介護が必要な状況となっても、住み慣れた自宅で適切なケアを受けながら、高齢者が家族や地域の中で生活を継続できるようになる。

これは、県民の生活の質や満足度の向上、くらしの安心と自由な選択肢の確保の側面において、今後ますます重要になると考えられる。さらには、在宅介護サービスを増加・普及させることにより、特別養護老人ホームなどの施設建設費を抑制することで、介護保険に要する費用総額を将来的に減額できる可能性も有している。

このことから、在宅要介護者の生活リズムに合った短時間訪問介護サービスを含むケアプランの作成に対して一定の助成を行うことにより、その有効性についてケアマネジャーの理解促進とサービスの普及を図る。
【助成の対象と内容】

（１）身体介護２０分未満を含むケアプランの作成

　　・該当するケアプランの作成に対する助成

　　　ケアプラン１件あたり１千円／月
（２）身体介護３０分未満区分を含むケアプランの作成
　　・該当するケアプランの作成に対する助成

　　　ケアプラン１件あたり５００円／月

　　　　※身体介護２０分未満と３０分未満の両方が含まれる場合は、身体介護２０分

未満に対してのみ助成
（３）事業実施期間

　　・次期介護報酬の改定前（Ｈ２６年度）までを事業実施期間とする。

	２　所要経費


補助金　8,310千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	現　計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	8,310
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,310

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	要介護高齢者が自らの生活リズムに合わせ適切なケアを受けながら、住み慣れた自宅での生活を継続できるよう、ケアマネジャーが短時間巡回型訪問介護サービスを使った適切なケアプラン作成の経験を積み、ノウハウを蓄積することにより、県内全域に当該サービスを普及を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	身体介護２０分未満を含むケアプラン数/月
	83件
（H24）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	234件
（H26）
	％


	身体介護３０分未満を含むケアプラン数/月
	3,042件
（H24）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	8,608件
（H26）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成25年度の取組）

	　－




（平成25年度の成果）

	　－




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	平成24年度の介護保険法改正により「短時間巡回・随時対応型訪問介護看護」及び「身体介護２０分未満」の区分が新設され、短時間訪問介護サービスの普及による在宅介護体制の充実に力点が置かれており、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	短時間巡回型訪問介護を取り入れることに対する、ケアマネジャー及び各保険者の理解度向上の着実な進展。



（次年度の方向性）
	２か年事業として、同様の条件で継続実施する。



